
各専門部会での検討状況について

１ 専門部会概要

本年７月の廃棄物減量等推進審議会にて設置することが確認された専門部会について

は、家庭ごみ専門部会（８月２０日）事業系ごみ専門部会（９月３日）が開催され、ご

意見をいただいたところである。内容は、「２ 専門部会意見要旨」のとおり。なお、各

専門部会の審議内容は資料２－１～９のとおりである。

２ 専門部会意見要旨

別紙 １のとおり

３ 今後のスケジュール・計画改定関係の議論の内容（予定）

平成２６年１１月１０日 家庭ごみ・事業系ごみ専門部会

（専門部会の報告と答申案に盛り込むべき内容について）

平成２７年１月２９日 審議会

（審議会答申原案について）

平成２７年３月２０日 審議会

（審議会答申案について）

平成２７年５月頃 審議会

（審議会答申）

以 上

廃 棄 物 減 量 等 推 進 審 議 会 資 料 ２

平 成 ２ ６ 年 １ ０ 月 ２ ０ 日

環 境 清 掃 部 清 掃 リ サ イ ク ル 課



NO 部会名 ご意見要旨

1 家庭
目黒区は買い物ルールがあるにもかかわらずレジ袋辞退率が22.3%で２３区でも最
低水準である。辞退率を上げるためには区の支援が必要である。

2 家庭
最近のレジ袋は薄くなっているので、以前に比べると使いすぎとは言えなくなって
いる。家庭ごみの減量は、何を減量すると効果が出るかという視点から検討すべき
である。

3 家庭

ほとんどの家庭では燃やすごみをレジ袋で出しており、買った袋で出しているのは
ごみ量が多い世帯だけである。レジ袋をごみ袋として利用することは有効利用と言
えるのではないか。

4 家庭

レジ袋はごみ袋として使いやすく、小さなレジ袋は生ごみを入れるのに適してい
る。過剰な分を削減するという視点で考えると、レジ袋の有料化は合理的な仕組。
レジ袋の有料化は過剰なレジ袋の排出抑制に効果がある。

5 家庭
２３区は、ごみの有料化をしていないこと、車で買い物に行く人が少ないことか
ら、レジ袋の削減はしにくいのではないか。

6 家庭
レジ袋をごみ袋に流用しないことが望ましい。
レジ袋は適正な使い方をしていれば許容されると考えてよいのではないか。

7 家庭
レジ袋を絶対悪として扱うのではなく、環境負荷を減らすために区民にどのような
行動をとってもらうかが重要と考える。

8 家庭

家庭ごみの減量は、区民の意識頼らざるを得ず、行政は普及啓発に力を入れている
が限界がある。しかし、レジ袋の有料化を条例化することは現実的ではないため、
自治体と事業者と協議してレジ袋の削減に取り組む方針が必要と考える。買い物
ルールはその出発点と位置づけることができる。

NO 部会名 ご意見要旨

1 家庭
家庭ごみ有料化についてはどこの自治体でも最初は反対が多く、住民への説明を繰
り返し行う中で賛成が増えていく。有料化を検討する際には23区で共同処理をして
いることが根底の問題となる

2 家庭
まだまだ使えるものがごみとして捨てられている。手数料を高くして捨てにくくす
る必要があるのではないか。

3 家庭
粗大ごみの再利用修理再生事業を行うためには保管スペースが必要であるが、現状
では十分な保管場所を確保できない。

4 家庭
燃えるごみや燃えないごみを、1回の収集について45リットル袋で５袋以上出すと
有料であることを初めて知った。認識していない人が多いのではないか。

5 家庭

家庭ごみの有料化については、区境での不法投棄、プラスチックの分別が区によっ
てまちまちであるという要因も考慮すると、区単独では難しい。戸別収集を導入し
て、各世帯からのごみの重量が簡単に計量できるようなシステムが開発されれば、
有料化が進むと考えられる。

NO 部会名 ご意見要旨

1 家庭

環境教育はいろいろなところで話題になるが、決め手がない。国は環境教育促進法
を制定したが機能していない。環境教育に真剣に取り組むのは小学校までで、中学
校以降は受験教育になってしまうため環境教育に熱心ではない。

2 家庭

環境教育は小さい頃からの教育が重要であるという世論調査を受けて、小学4年生
でごみの流れと清掃工場見学を実施している。
年30回以上、ふれあい指導班が小学校を訪問している。スケルトン清掃車での収集
の疑似体験などを実施している。

主なご意見等

１ 「めぐろ買い物ルール」の現状と課題について（資料２－２参照）

２ 家庭ごみの有料化の現状と課題について（資料２－３参照）

３ 環境学習の課題について（資料２－４参照）



NO 部会名 ご意見要旨

1 家庭
小型家電リサイクル法は小型家電といいながら、マッサージ器のような大型のもの
も対象となっているため、対象品目を増やすときりがない。

2 家庭
区としては小さくて価値の高いものだけを対象として、大きなものは民間にゆだね
るというのもひとつの方法である。

3 家庭
拠点回収では出せる人が限られるので、資源ごみの収集の日に、収集できないの
か。

4 家庭

小型家電をリサイクル経費がかかっていないとのことでいいのか。
国のモデル事業は支援をしてもらえる期限が限られている。現在の方法は、清掃事
務所で空いている車を使用しているので、追加の経費はかかっていない。

5 家庭 回収拠点が８カ所では中途半端で、電池の回収拠点数くらいの規模が望ましい。

6 家庭
小型家電リサイクル法は問題の多い法律であるため、２３区で課題を議論して国に
提案することも必要ではないか。

7 家庭
回収拠点を増やす余地はあるが、対象品目等については現状の方法が適切という感
じがする。

NO 部会名 ご意見要旨

1 家庭 ペットボトルのキャップを回収しているところはあるか

2 家庭
(前の問いに対し）ペットボトルのキャップだけを回収しても環境負荷低減効果は
少ないため、容器包装プラスチックの分別収集に出すのが適切である。

3 事業系
行政が関与しない形で回収しているのではないか。店頭回収についてもデータを収
集しておく必要がある。

4 事業系
容器包装リサイクル法を議論している国の審議会では、行政から消費者に啓発する
より、消費者と接点のある販売店から消費者に啓発した方が効果があるのではない
かという議論がある。

5 事業系
販売店での拠点回収については、回収したものの保管場所が制約となっている。販
売店は人手やコストをかけているが、消費者は拠点回収をすることが当然だと思っ
ている。拠点回収をしている販売店を表彰する制度が必要ではないか。

6 事業系
事業系有料ごみ処理券を貼付した上で町会・自治会等の集団回収に出すことにすれ
ばよいのではないか。ごみ処理券の手数料は町会への寄付のような形になる

４ 使用済み小型家電回収の現状と課題について （資料２－５参照）

５ 拠点回収について （資料２－６参照）



NO 部会名 ご意見要旨

1 事業系

届け出と立ち入り検査という規制的な手法だけではなく、例えば、過去に不適正な
処理をしたことがなく、きちんと適正な処理を続けていくという誓約書を提出した
事業所はホワイトリストに記載して立ち入りの対象から除外するなど、性善説に基
づいた対策をしていかないと、行政コストは下がらないのではないか

2 事業系
事業系有料ごみ処理券の売上げが大幅に減少している。どのくらい収入を増やすた
めにどのくらいの人員をかけるか、という視点も必要である。

3 事業系
資料８の事業所ごみアンケート調査の属性別の集計結果を解析すれば、問題点がわ
かるのではないか。例えば、住居兼用の事業所では処理券を貼付していない割合が
高い。

4 事業系
指導という用語は指導監督行政が中心だった頃のイメージがあるため使わない方が
よい。区と事業者の協働という視点が必要である。

5 事業系
商店街によっては７～８割がテナントになっているうえ、貸しっぱなしのオーナー
もいるため、十分な管理ができない状況になっている。

6 事業系
事業者でも区民であれば区の方針を理解してごみ減量に協力するが、テナントは区
外の人が多く、目黒区のごみ減量の意義が伝わりにくいことから、インセンティブ
が大切である。

7 事業系

資源の収集車が別々の時間に収集に来るため混乱する。すべての品目を同一の時間
に収集してほしい。普段は商店街で許可業者の夜間収集を利用しているが、区の収
集を利用することもある。シュレッダーダストの入った袋は破けると掃除が大変で
ある。

8 事業系
（前の内容に対して）混載をすると資源として利用できずごみになってしまうもの
が増えるため、混載は難しい。現状のままで、区民が少し我慢をする必要があるの
ではないか。

NO 部会名 ご意見要旨

1 事業系
買い物ルールを広めるために事業者と話し合う機会があるが、買い物ルールに参加
した事業者には事業系有料ごみ処理券を安く販売するなど、参加した場合のメリッ
トを求める事業者が多い。

2 事業系
事業系有料ごみ処理券を普及させるためには、手数料を割り引くよりも、毎年1カ
月分だけ無料で配布した方が周知が進むのではないか。このようなアイデア出しを
していかないと周（買い物ルールの）周知は難しい。

７ 「めぐろ買い物ルール」の現状と事業者の課題について （資料２－８参照）

６ 事業者への排出指導について （資料２－９参照）
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廃棄物をめぐる動向と課題について

１ 国の動向（別紙１ 第三次循環基本計画のポイント）

平成２５年５月に閣議決定された循環型社会形成推進基本計画は、循環型社会形成推

進基本法に基づき、循環型社会の形成に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図る

（１） 現状と課題

・我が国における３Ｒの進展

・循環資源の高度利用・資源確保

・安全・安心の確保

・世界規模での取り組みの必要性

（２） 第三次循環基本計画における基本的方向

質にも着目した循環型社会の形成

① リサイクルより優先順位の高い２Ｒ（リデュース・リユースの）取組がより進

む社会経済システムの構築

→「めぐろ買い物ルール」

② 小型家電リサイクル法の着実な施行など使用済製品からの有用金属の回収と水

平リサイクルの高度なリサイクルの推進

→「使用済み小型家電の回収」

③ アスベスト、ＰＣＢ等の有害物質の適正な管理・処理

→水銀などの対応

④ 東日本大震災の反省を踏まえた資源循環・バイオマス資源のエネルギー源への

活用

⑤ 低炭素・自然共生社会との統合的取組と地域循環圏の高度化

２ 都の動向（別紙２ 東京都廃棄物処理計画について・概要版）

（１）東京都廃棄物処理基本計画（平成２３年度～２７年度）

計画目標 「平成２７年度の最終処分量を平成１９年度比３０％減とする」（１

２５万トンに削減）

（２） 基本的方向

３Ｒ施策の促進

＜発生抑制・リユースの促進＞

・ごみを出さない社会の定着 →めぐろ買い物ルール

・家庭ごみの有料化 →家庭ごみ有料化検討

廃棄物減量等推進審議会資料２－１

平 成 ２ ６ 年 １ ０ 月 ２ ０ 日

環 境 清 掃 部 清 掃 リ サ イ ク ル 課
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＜リサイクルの促進＞

・都市鉱山の開発 →使用済み小型家電の回収

・静脈物流の効率化

・熱回収の高効率化

・埋立処分場からのメタンガスの活用

＜３Ｒの取組を支える体制づくり＞

・グリーン購入の普及啓発活動

・環境教育・普及啓発の推進 →環境学習

適正処理の促進

＜有害廃棄物の適正処理の促進＞

・微量ＰＣＢ廃棄物の適正処理のための体制整備

・都の処分での飛散アスベスト受け入れ継続

・水銀使用量の削減と適正処理 →区ごみ収集との関連

＜産業廃棄物の適正処理の促進＞

・飛散性アスベスト、廃石膏ボードの分別・適正処理の徹底

・産廃Ｇメンの活用等による不法投棄撲滅のための指導強化

＜一般廃棄物の適正処理の促進＞

・エアゾール缶、ライターなどの危険物、在宅医療廃棄物等の適正処理の促進

→区ごみ収集との関連

＜廃棄物処理施設の適切な管理運営＞

・埋立処分場の環境負荷、維持管理費用の低減

・区市町村のリサイクル施設等への指導、助言

静脈ビジネスの発展の促進

＜優良な処理業者が優位に立てる環境づくり＞

・排出事業者の適正処理コスト負担

・業界構造、実態の把握に努め、処理業者・リサイクル業者を専門家として育成

＜スーパーエコタウン事業の推進＞

・スーパーエコタウン事業者の成果を先進的な取組事例として、国内外に向け積極的

に情報発信

＜共同技術研究の実施＞

・廃棄物処理技術、リサイクル技術の高度化を図るため産学連携による共同技術研究

調査の実施
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３ 東京二十三区清掃一部事務組合の動向（別紙３ 一般廃棄物処理基本計画改定検討

委員会中間報告（概要版））

（１）計画改定の基本的考え方

・計画目標は、経営計画の基本方針に沿って「循環型ごみ処理システムの推進」とす

る。

・計画期間は、平成２７年度から平成４１年度までの１５年間とする。

・東日本大震災後の社会環境の変化を踏まえ策定する。

・ごみ量などの予測については、社会経済情勢や関連法令など趣旨を踏まえて行う。

・施設整備計画については、財政負担の低減、平準化についても配慮して策定する。

・国、都、２３区の計画との調和を図り策定する。

（２）改定基本計画の施策の体系

＜目標＞

循環型ごみ処理システムの推進

＜施策＞

① 効率的で安定した中間処理体制の確保

② 環境負荷の低減

③ 地球温暖化防止対策の推進

④ 最終処分場の延命化

⑤ 災害対策の強化

以 上



 
 
 

 
 
 

廃棄物処理法 資源有効利用促進法 

容 器 包 装 
リサイクル法 

環境基本法 環境基本計画 

＜ 再生利用の推進 ＞ ＜ 廃棄物の適正処理 ＞ 

個別物品の特性に応じた規制 

びん、ペットボトル、
紙製・プラスチック製
容器包装等 

エアコン、冷蔵庫・
冷凍庫、テレビ、洗
濯機・衣類乾燥機 

グリーン購入法（国が率先して再生品などの調達を推進） 

木材、コンクリー
ト、アスファルト 

食品残さ 自動車 

家 電 
リサイクル法 

建 設 
リサイクル法 

自 動 車 
リサイクル法 

 

 

 

社会の物質循環の確保 
天然資源の消費の抑制 
環境負荷の低減 

循環型社会形成推進基本法（基本的枠組法） 

①廃棄物の発生抑制 

②廃棄物の適正処理（リサイクルを含む） 

③廃棄物処理施設の設置規制 

④廃棄物処理業者に対する規制 

⑤廃棄物処理基準の設定      等 

①再生資源のリサイクル 

②リサイクル容易な構造・材質等の工夫 

③分別回収のための表示 

④副産物の有効利用の促進 

      ﾘﾃﾞｭｰｽ 
ﾘｻｲｸﾙ → ﾘﾕｰｽ 
      ﾘｻｲｸﾙ 

(１Ｒ) (３Ｒ) 

循環型社会形成推進基本計画 ：国の他の計画の基本 

Ｈ６.８完全施行 
Ｈ24.４ 全面改正公表 

Ｈ13.１完全施行 

Ｈ15.３ 公表 
Ｈ20.３ 改正 

Ｈ22.5 
一部改正 

Ｈ13.４  
全面改正施行 

Ｈ13.５ 

完全施行 

Ｈ19.６ 

一部改正 

Ｈ13.４ 

完全施行 

 

 

 

Ｈ12.４ 

完全施行 

Ｈ18.６ 

一部改正 

 

Ｈ14.５ 

完全施行 

 

 

 

Ｈ17.１ 

本格施行 

 

 

Ｈ13.４ 完全施行 

循環型社会を形成するための法体系 

食 品 
リサイクル法 

小 型 家 電 
リサイクル法 

小型電子機器等 

H25.４ 

施行 

 

 



 
① アジア３Ｒ推進フォーラム、我が国の廃棄物・リサイクル産業の海外展開 

 支援等を通じた地球規模での循環型社会の形成 

② 有害廃棄物等の水際対策を強化するとともに、資源性が高いが途上国

では適正処理が困難な循環資源の輸入及び環境汚染が生じないこと等を

要件とした、国内利用に限界がある循環資源の輸出の円滑化 

 
 
 
 

 

 

 

・ より少ない資源の投入でより高い価値を生み出す資源

生産性を始めとする物質フロー目標の一層の向上 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第三次循環基本計画（平成25年５月31日閣議決定）のポイント  

・ ３Ｒの取組の進展、個別リサイクル法の整備等により最

終処分量の大幅削減が実現するなど、循環型社会形成

に向けた取組は着実に進展。 

・ 国際的な資源価格の高騰に見られるように、世界全体で

資源制約が強まると予想される一方、多くの貴金属、レア

メタルが廃棄物として埋立処分。 

・ 東日本大震災、東京電力福島第一原子力発電所の事

故に伴う国民の安全、安心に関する意識の高まり。 

H12年度 H22年度 H32年度目標 

資源生産性 
（万円／トン） 

25 37 46（＋８５％） 

循環利用率 
（％） 10 15 17（＋７ポイント） 

最終処分量 
(百万トン) 56 19 17（▲７０％） 

 

① リサイクルより優先順位の高い２Ｒ（リデュース・リユース）の取組がより進む  

 社会経済システムの構築 

② 小型家電リサイクル法の着実な施行など使用済製品からの有用金属の回収

と水平リサイクル等の高度なリサイクルの推進 

③ アスベスト、PCB等の有害物質の適正な管理・処理 

④ 東日本大震災の反省点を踏まえた新たな震災廃棄物対策指針の策定 

⑤ エネルギー・環境問題への対応を踏まえた循環資源・バイオマス資源の 

エネルギー源への活用 

⑥ 低炭素・自然共生社会との統合的取組と地域循環圏の高度化 

・ 途上国などの経済成長と人口増加に伴い、世界で廃棄

物発生量が増加。そのうち約４割はアジア地域で発生。 

 2050年には、2010年の２倍以上となる見通し 

我が国における３Ｒの進展 

循環資源の高度利用・資源確保 

安全・安心の確保 

世界規模での取組の必要性 

質にも着目した循環型社会の形成 

国際的取組の推進 

新たな目標 

現状と課題 第三次循環基本計画における基本的方向 

（ ）内はH12年度比 

循環資源の適正な輸出入 

廃棄物・リサイクル産業の国際展開 

３Ｒ国際環境協力 

 
① 災害廃棄物の着実な処理と再生利用 

② 放射性物質によって汚染された廃棄物の適正かつ安全な処理 

東日本大震災への対応 



「入口」：資源生産性 「循環」：循環利用率 

「出口」：最終処分量 

ＧＤＰ／天然資源等投入量 循環利用量／（循環利用量＋天然資源等投入量） 

物質フロー指標– 目標を設定する指標 –  

【目標値】 
46万円／ト
ン 

【22年度】 
37.4万円／
トン 

【12年度】 
24.8万円／トン 

【12年度】 
10.0% 

 

【22年度】 
15.3% 

 

【目標値】 
17% 

【12年度】 
56百万トン 
 

【22年度】 
19百万トン 

 

【目標値】 
17百万トン 

40.3万円／トン 14~15% 

23トン 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【計画期間】  平成２３年度から平成２７年度までの５年間 

【計画目標】  平成２７年度の最終処分量を 

   平成１９年度比３０％減とする。（１２５万トンに削減） 

内訳：一般廃棄物６０％減 （２５万トン） 

産業廃棄物１４％減（１００万トン） 

 

優良な処理業者が優位に立てる環境づくり 

○ 排出事業者の適正処理コストの負担 

○ 業界構造、実態の把握に努め、処理業者・リサイクル業

者を専門家として育成 

 

スーパーエコタウン事業の推進 

○ スーパーエコタウン事業者の成果を先進的な取組事例と

して、国内外に向け積極的に情報発信 

 

共同技術研究の実施 

○ 廃棄物処理技術、リサイクル技術の高度化を図るため産

学公連携による共同技術研究調査の実施 

 

静脈ビジネスの発展の促進 

 

都内の最終処分量
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前回の廃棄物処理計画期間
（平成１８～２２年度）

今回の廃棄物処理計画期間
（平成２３～２７年度）

 

東京都廃棄物処理計画について 

 

発生抑制・リユースの促進 

○ ごみを出さない社会の定着 

○ 家庭ごみの有料化 

リサイクルの促進 

○ 都市鉱山の開発 

○ 静脈物流の効率化 

○ 熱回収の高効率化 

○ 埋立処分場からのメタンガスの活用 

３Ｒ効果の見える化 

○ 資源投入量の見える化 

○ 資源の循環的利用による温室効果ガス削減効果の見える化 

○ リサイクルに係る費用の透明化 

３Ｒの取組を支える体制づくり 

○ グリーン購入の普及啓発の促進 

○ 環境教育・普及啓発の推進 

３Ｒ施策の促進 
 

有害廃棄物の適正処理の促進 

○ 微量ＰＣＢ廃棄物の適正処理のための体制整備 

○ 都の処分場での飛散性アスベスト受入継続 

○ 水銀使用量の削減と適正処理 

産業廃棄物の適正処理の促進 

○ 非飛散性アスベスト、廃石膏ボードの分別・適正処理の徹底 

○ 産廃Ｇメンの活用等による不法投棄撲滅のための指導強化 

一般廃棄物の適正処理の促進 

○ エアゾール缶、ライターなどの危険物、在宅医療廃棄物等の適正処

理の促進 

廃棄物処理施設の適切な管理運営 

○ 埋立処分場の環境負荷、維持管理費用の低減 

○ 区市町村のリサイクル施設等への指導、助言 

適正処理の促進 

東京都廃棄物処理計画とは 

○ 東京都環境基本計画に基づく廃棄

物分野の計画であり、主要な施策を示

すもの。 

○ 廃棄物処理法第５条の５の規定に

基づき策定する法定計画。 

○ 東京から循環型社会を実現してい

くために必要な施策を定めるもの。 

 








